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５ まとめ
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▶ 一度食べて、または短期間の間に何度か食べたことで、
すぐにまたは数日の間に出現（急性毒性）

▶ 長期間にわたり食べ続けることによって出現（慢性毒性）

食品を食べたことによる健康への影響が
「ゼロ＝絶対にない」ということではない。

不適切な取扱い、食べ方をすれば影響は起こりうる。

予期された方法や意図された方法で、作ったり、食べた
場合に、その食品が食べた人に害を与えないということ

※コーデックス委員会（国際食品規格の策定等を行っている国際的な政府間機関）の定義

「食品が安全である」ことの定義

害 とは

（例：サルモネラ菌が原因となった食中毒）

（例：カドミウムによる腎機能障害）

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞
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食品の安全性について不安に思うこと
Q2 食品の安全性について、あなたが特に不安に思っていること

は何ですか。次の中から3つまで選んでください。

食品添加物
残留農薬

食中毒(O157、ノロウイルス等)

出典：平成25年度第2回インターネット都政モニターアンケート結果 食品の安全性について（東京都 平成25年10月29日）

（3MA）（n＝486）

産地や賞味期限などの偽装表示
輸入食品

食品中の放射性物質
遺伝子組換え食品
BSE(牛海綿状脳症)

いわゆる「健康食品」
その他

特に不安に思っていない

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞



一般消費者と食品安全の専門家のリスク認識のずれ
健康への影響に気を付けるべきと考える項目の順位(中央値)

出典：食品に係るリスク認識アンケート調査の結果について（平成27年5月13日内閣府食品安全委員会事務局）
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「食中毒」の病因物質別発生状況（平成29年）

食中毒発生件数（外側）
1,014件

食中毒発生患者数（内側）
16,464人（うち死者3人）

出典：平成29年（2017年）
食中毒発生状況（厚生労働省）

（ノロウィルス など）→

カンピロバクター
サルモネラ属菌
ウェルシュ菌
ブドウ球菌
腸管出血性大腸菌
など

（アニサキス
など）→

（ヒスタミン、
洗剤 など）→

（ふぐ、きのこ、貝毒など）↓

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞
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「食中毒」の病因物質別死者数推移

出典：平成19年～29年 食中毒発生状況（厚生労働省）

年平成

人

• 腸管出血性大腸菌では、同時に複数の死者が発生する場合がある。
• 頻繁に死者が発生しているのが自然毒。

イヌサフランをギョウジャニンニ
クと誤食する例が頻繁に発生。

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞



栄養素・成分

食料生産のために

意図的に使用する

物質

農林水産物や
環境由来の

有害物質

食品中の成分から

できる化学物質

炭水化物、タンパク質、脂質、ビタミン、
ミネラル、カルシウム、カロテンなど

有用な物質 ･･･ 香り成分、抗酸化物質 など

有害な物質 ･･･ アクリルアミド、ベンゾピレン
など

微生物 ･･･ 腸管出血性大腸菌、サルモネラ、
ボツリヌス、カンピロバクターなど

化学物質 ･･･ ふぐ毒、カビ毒、貝毒、植物毒、
重金属、ヒスタミン、放射性物質
など

微生物 ･･･ 乳酸菌、酵母、納豆菌など

化学物質 ･･･ 食品添加物、農薬、動物用医薬品

全ての食品は化学物質の混合物食品中に含まれる物質
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食 品
専門家には、全体が見えている。

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞
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一般消費者には、
全部は見えていない。

話題の何か
だけに関心が
向かいがち。

ミネラル

食品添加物

食 品

放射性物質

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞
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「食べる」ことによる健康影響

健康への影響は３つの視点から考える必要
食品中に含まれるある物質がどの程度の毒性か

ある物質がその食品にどのぐらい含まれているか

リスク（危険度）とハザード(危害要因) の違い

12

１ ２ ３

その食品をどのぐらいの量食べたか

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞



健康に悪影響をもたらす原因とな
る可能性のある食品中の物質 ま
たは食品の状態。

危害要因ともいう。

ハザードとは？
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＜具体例＞
 環境からの汚染物質（カドミウム、

ダイオキシン類、水銀など）
 加工中に、もともと含まれている物

質から生成する有害物質（アクリル
アミド、クロロプロパノールなど）

 生産資材（農薬、動物用医薬品な
ど）の残留物

 有害微生物（病原性大腸菌O-157

など）

 ハザードの毒性（影響の種類と
強さ）と、そのハザードの摂取
量（実際には体内への吸収量）
が、リスクの大きさを決めること
となる。

食品中にハザードが存在する結
果として生じる健康への悪影響
が起きる可能性とその程度。
（健康への悪影響が発生する確
率と影響の程度）

リスクとは？

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞



生命や健康の維持にとって必要な栄養素でも摂取量が少なすぎると
「不足」し、多すぎると「健康障害」を起こすことがある

不
足
の
リ
ス
ク

過
剰
摂
取
に
よ
っ
て

健
康
障
害
が
生
じ
る
リ
ス
ク

摂取量

摂取量と摂取不足または過剰摂取に由
来する健康障害が生じる確率との関係

（概念図）

食品の「安全性」
は量の問題

食品の安全性の概念
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カルシウム、マグネシウム、リン、
鉄、亜鉛、銅、マンガン、ヨウ素、
セレン、モリブデン

ビタミン

ビタミンA、ビタミンD、ビタミンE、
ナイアシン、ビタミンB6、葉酸

「食事摂取基準」で上限量が
決められている栄養素（例）

ミネラル

資料:厚生労働省「日本人の栄養摂取基準」
2015年版

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞



食品の安全は、予期された方法や意図された方法で、
作ったり、食べた場合に、その食品が食べた人に害を
与えないということ。

「食品の安全」と「食の安全」

食の安全

・食料の安定供給 ・栄養 ・食事習慣

・有害微生物 ・天然毒素
・汚染物質 ・残留資材

食品の安全

食の安全は、食品の安全に加え、食料の安定供給や
栄養など、健康への影響を幅広く考えること。

15

不足へ
の懸念

過剰摂取
の問題

食中毒等の
健康被害

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞
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虚血性心臓疾患

脳卒中

慢性閉塞性肺疾患

下気道感染症

アルツハイマー病及び痴呆症

気管、気管支及び肺がん

糖尿病

交通事故

下痢症

肺結核

（死因のグループ）

伝染病、母性、周産期

及び栄養状態

非伝染病

外傷

出典:WHO 2018, Global Health Estimates 2016; 
Death by Cause, Age, Sex, by Country and by 
Region.

世界と日本の死因トップ１０

※

※

※

※

※

※ いわゆる生活習慣病

死亡者数（百万人）
世界（2016年）

出典:厚生労働省 人口動態統計年報、性別に
みた死因順位（第１０位まで）別死亡数・死
亡率（人口１０万対）・構成割合

死亡者数（千人）

悪性新生物＜ 腫瘍＞

心疾患
（高血圧性を除く）

脳血管疾患

老衰

肺炎

不慮の事故

誤嚥性肺炎

腎不全

自殺

血管性及び詳細不明の
認知症

日本（2017年）

※

※

※

※

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞



がんの予防と食生活
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日本人におけるがんの要因

偏らずバランスよくとる。

＊ 塩蔵食品、食塩の摂取は最小限にする。
＊ 野菜や果物不足にならない。
＊ 飲食物を熱い状態でとらない。

出典：国立がん研究センター「科学的根拠に基づくがん予防」、「日本人のためのがん予防法（2017年8月1日改訂版）」

＜１ 「食品の安全」と「食の安全」＞



【事例１】加工肉・レッドミートの危険度（リスク）①

2015年10月26日
国際がん研究機関(IARC)が発がん性分類評価を発表

加工肉やレッドミート を食べることで
大腸がんのリスクが増加

▶ 毎日継続して1日あたり50ｇ食べるごとに
大腸がんのリスクが18％増加。
発がん性は「グループ1」

▶ 毎日継続して1日あたり100ｇ食べるごとに
大腸がんのリスクが17％増加。
発がん性は「グループ2A」

加工肉

レッドミート

18

(注)

注： レッドミートとは、牛肉、豚肉、羊肉など獣類の肉をいう。



国際がん研究機関（IARC）による発がん性の分類

【事例１】加工肉・レッドミートの危険度（リスク）②

19

グループ 説 明

１ ヒトへの発がん性の十分な証拠がある

２A ヒトへの発がん性は限られた証拠しかないが、
実験動物の発がん性は十分な証拠がある

２B  ヒトへの発がん性は限られた証拠があるが、
実験動物では十分な証拠がない

 ヒトへの発がん性は不十分な証拠しかない、
または、証拠はないが、実験動物の発がん
性は十分な証拠がある

３  ヒトへの発がん性は不十分な証拠しかなく、
実験動物でも不十分または限られた証拠し
かない

 他のグループに分類できない

４ ヒトへの発がん性がないことを示す証拠があ
り、かつ実験動物でも発がん性がないことを
示す証拠がある

IARC
 国際がん研究機関
世界保健機関（WHO）の一機関
で､発がん状況の監視､発がん原
因の特定､発がん性物質のメカ
ニズムの解明､発がん制御の科
学的戦略の確立を目的として活
動。

International Agency for 

Research on Cancer

IARCの｢発がん性分類｣

 人に対する発がん性に関する様
々な物質･要因を評価し、5段階
に分類

 IARCによる発がん性の分類は、
人に対する発がん性があるかど
うかの「根拠の強さ」を示す。
物質の発がん性の強さや暴露量
に基づくリスクの大きさを示す
ものではない。
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主要国での１人１日あたりのレッドミート供給量（2013年）

【事例１】加工肉・レッドミートの危険度（リスク）③

出典：FAOSTAT「Food Balance Sheets」の2013年データより東海農政局にて試算。
備考：レッドミートは、｢Bovine Meat｣、｢Mutton & Goat Meat｣、｢Pigmeat｣、｢Meat, Other｣、｢Offals, Edible｣の合計とした。

100g

リスク増加が懸念される領域

100g増えても

やっと欧米の平
均供給量並。

100g
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では、日本人はどのぐらい食べている？？

13g ･･･ 加工肉

54g ･･･ レッドミート
1日
あたり

厚生労働省「平成28年 国民健康・栄養調査」によれば

67g

 世界的に見て最も摂取量の低い国のひとつ

 日本人の平均的な摂取の範囲であれば、大腸がん発生
リスクに与える影響はないか、あっても小さい

多くの種類の食品をバランス良く！

加工肉だけをたくさん食べるなど
特定の食品の食べすぎは控えましょう。

国立がん研究センターの見解

５０ｇは、約４倍

１００ｇは、２倍

【事例１】加工肉・レッドミートの危険度（リスク）④

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



WTO/SPS協定

Sanitary and Phytosanitary
(人、動物、植物の生命もしくは健康）

○ WTO加盟国の食品安全に関する
措置は、

 科学的原則に則っていなければな
らない～科学的根拠なしに維持し
てはいけない（第2条2）

 もし国際的な基準（Codex規格）が
存在するならば、それに基づいて
いなければならない(第3条1)

 関連国際基準によって確立された
リスク評価の手法に基づいていな
ければならない（第5条1)

関係する国際協定・国際機関

世界貿易機関  国連食糧農業機関（FAO）と世界保
健機関（WHO）が1963年に設立

 現在188カ国、1政府間組織(EU)が
加盟（我が国は1966年より参加）

 消費者の健康の保護、食品の公正
な貿易の確保等を目的

 国際食品規格（Codex規格）と実施
規範（code of practice）など関連文
書を作成

 コーデックス委員会の下に、計29
部会（休会中を含む）が設置

 事務局：FAO本部（ローマ）
（2018年5月現在）

コーデックス(Codex)委員会
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＜２(1) 食品安全行政の枠組＞
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■ 国民の健康保護が最も重要

■ 農場から食卓までをカバー
（フードチェーン・アプローチ）

■ 科学に基づく判断

■ 後始末より未然防止

○ 我が国は、平成１５年に食品安全基本法を制定し、
上記を食品安全行政の基本理念に反映

リスク分析手法
（リスクアナリシス）の導入

食品安全行政に関する世界的傾向

加盟国で適用する

「リスクアナリシスの作業原則」
Codex, 2007

＜２(1) 食品安全行政の枠組＞



• 国、地方公共団体の責務
• 食品関連事業者の責務
• 消費者の役割

• 国民の健康保護が第一

• 食品供給行程の各段階で安全
性確保措置

• 科学的知見に基づく措置

基本理念

関係者の責務・役割

施策の基本的方針

25

食品安全基本法の概要

• リスク分析手法（リスクアナリシ
ス）の導入

• リスク評価機関の設置

• 食品の安全性の確保に関する
施策の充実

食品安全に係るリスク分析手法
（リスクアナリシス）

問題発生を未然に防止したり、悪影響
の起きる可能性を低減するための枠組み

■ リスク管理
関係者と情報・意見を交換しながら、

リスク低減のための政策・措置を検討し、
必要に応じて実施すること

■ リスク評価
食品中の有害物質によって、どのくらい

の確率でどの程度の健康への悪影響が起
きるかを科学的に評価すること

■ リスクコミュニケーション
リスクアナリシスの全過程において、食

品事業者、消費者など関係者間でリスク
についての情報・意見を交換すること

食品安全委員会の設置

＜２(1) 食品安全行政の枠組＞



本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ

２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）



リスクコミュニケーション

農林水産物等に関する
リスク管理

農林水産省

食品衛生に関する
リスク管理

厚生労働省

評価結果の通知、
勧告

評価の要請

評価結果の通知、
勧告

食品安全委員会

食品事業者、消費者等

リスク評価

評価の要請

リスク低減のための政策・措
置を科学的原則に基づいて
検討、必要に応じて実施

リスク低減のための政策・措
置を科学的原則に基づいて
検討、必要に応じて実施

科学的ステップに基
づいたリスクの評価

関係者相互間の幅広い
情報や意見の交換

消費者庁

消費者行政の司令塔

総合的な調整機能
基本方針の策定

連 携
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食品安全行政の体制（役割分担）
＜２(2) 食品安全行政の体制＞



農林水産省
(国産農林水産物等の生産、流通及び消費の改善を通じた安全確保）国

産
品 農薬取締法等による国内

の生産資材の規制等

厚生労働省
（国内流通食品の監視）連携

輸出国

28

厚生労働省
（輸入食品検疫の実施）農業部局

食品衛生部局

輸
出
検
疫

担
当
部
局

連携

輸
入
品

食品の安全確保と消費者の信頼確保

加工・流通段階生産段階

消費者生産者 農産物 食品

フードチェーン（農場から食卓まで）

＜２(2) 食品安全行政の体制＞



農林水産省消費・安全局（部）の担当業務

１．食品の安全確保－農畜水産物中の有害物質の低減、
リスク管理措置、GAP、HACCP

２．生産資材の安全性確保－農薬、肥料、飼料、動物医薬品
３．動植物検疫－病害虫防除、畜産防疫対策、水産防疫、輸出入検疫
４．消費者の信頼確保－食品表示、トレーサビリティ、消費者の部屋
５．食育の推進
６．その他－リスクコミュニケーション、国際的なルール、食品防衛 など

消
費
・
安
全
局

29

本

省

１．消費生活課： 消費者行政の展開、食品安全緊急時対応等

２．表示・規格課：食品表示法、ＪＡＳ法、牛トレーサビリティ法（流通）の調
査、監視等

３．流通監視課： 米穀の流通監視、農産物検査機関の調査等

４．安全管理課： 農畜水産物の生産過程の安全性確保、牛トレーサビリ
ティ法（生産段階）の調査、監視等

消
費
・
安
全
部

東
海
農
政
局

愛知県拠点
消費・安全チーム

岐阜県拠点
消費・安全チーム

三重県拠点
消費・安全チーム

※各県拠点の消費・安全チームが消費・安全部の事務を分掌

＜２(2) 食品安全行政の体制＞



本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ

２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法（リスクアナリ
シス） ①リスク管理
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食品安全委員会

リスク評価
・リスクの同定 ・ADI（１日摂取許容量）の設定

・リスク管理施策の評価

厚生労働省

 残留基準値の設定
 検査、調査・分析、対策、

指導
等

 農薬使用基準
 動物用医薬品使用基準の設定
 検査、調査・分析、対策、指導

等

農林水産省 消費者庁

 アレルギ
ー等の表
示 等

リスクコミュニケーション
関係者全員が意見交換し、
相互に理解を深める

諸外国・
国際機関
等

情報収集
・交換

評
価
結
果
の
通
知

評
価
の
要
請

環境省

 環境汚染
物質の基
準の設定
等

食品の安全を確保する仕組み

リスク管理

食品事業者、
消費者

＜リスクアナリシス＞
＜２ (3) リスク分析手法＞



リスク管理 危機管理

■可能性に対応する

（将来に備える）

●発生した問題・事故に

対応する

■リスクの低減をはかる

→問題・事故が起きないように

●パニックの発生や問題・

事故の拡大、再発を防ぐ

■どのような問題・事故が

発生する可能性があるか

を知る必要がある

●リスク管理に応用できる

（例：原因究明の結果）

32

「リスク管理」と「危機管理」の違い
＜２ (3) リスク分析手法＞



農林水産省が行う食品安全に関するリスク管理の流れ

有害微生物・化学物質に
関する情報の収集

優先度リストの作成
「食品安全の確保」「関係者の関心」「国際的動向」等を考慮

実態調査（サーベイランス・モニタリング）
国際規格・基
準、実施規範

我が国の
実態を反映

安全と言えるか評価

安全な食品

ＹＥＳ

ＮＯ

リスク管理措置の策定・実施

国際基準との整合性科学的根拠に立脚

⃝ 実態調査の結果は、リスク管理措置の検討に活用するほか、我が国
の実態を国際規格策定等に反映するためにも活用。

安全確認

効果の
検証

33

例：コメ中の
カドミウム
の基準値

＜２ (3) リスク分析手法＞



優先的にリスク管理を行うべき有害微生物・有害化学物質

有害化学物質
（平成28年1月8日現在）

一次産品に含まれる危害要因
調理、加工などで生

成する危害要因環境中に存在する
危害要因

かび毒 自然毒

1） リスク管理措置

の必要性検討、
実態調査、技術
開発等を行う必要

カドミウム、ヒ素 総アフラトキシン

（植物性）

ピロリジジン
アルカロイド
類

フラン

2） 毒性や含有の可

能性等の関連情
報を収集する必
要

鉛、ダイオキシン類（コ
プラナーPCB含む）

オクラトキシンA、フモニ

シン類、ゼアラレノン、
タイプAトリコテセン類、
ステリグマトシスチン

（海産毒）
シガテラ毒

3-MCPD脂肪酸エス

テル類、グリシドー
ル脂肪酸エステル類、
トランス脂肪酸

3） 既にリスク管理

措置を実施してい
る

水銀（総水銀及びメチ
ル水銀）、農薬として
使用された履歴のあ
る残留性有機汚染物
質、放射性セシウム

アフラトキシンM1、タイ
プBトリコテセン類、パ
ツリン

（海産毒）

下痢性貝毒、
麻痺性貝毒

3-MCPD、アクリルア

ミド、多環芳香族炭
化水素類（PAHs）、ヒ
スタミン

34

有害微生物
（平成28年

12月26日現在）

(1) 汚染実態調査の実施及びリスク管理
措置の検討の必要がある危害要因

(2) 基礎的情報が不足しているため、そ
れを収集する必要がある危害要因

カンピロバクター サルモネラ
腸管出血性大腸菌 ノロウイルス
リステリア・モノサイトジェネス

E型肝炎ウイルス
A型肝炎ウイルス

＜２ (3) リスク分析手法＞
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サーベイランス：
あるハザードについて、どのよう

な食品にどの程度含まれているの
かを知るための調査

サーベイランスとモニタリング

モニタリング：
あるハザードについて、矯正的措

置をとる必要があるかどうかを決定
するための調査

リスク管理の初期作業で実施
（基準値が設定されていない
場合が多い）

リスク管理措置が導入されて
いることが前提（例えば、基準
値が設定されている場合）

食品の安全性に関する有害化
学物質及び有害微生物のサー
ベイランス・モニタリング計画

中期計画
 今後５年間に実態調査を実施すべ

きハザードのリスト
有害化学物質 【H28.1.8公表】

有害微生物 【H28.12.26公表】

平成３０年度年次計画
 平成３０年度に実態調査を実施す

べき有害化学物質、有害微生物の
リスト 【H30.3.30公表】

サーベイランス・モニタリングを
実施する際には、試験所に お
ける精度管理と分析法の妥当
性確認要求

＜２ (3) リスク分析手法＞



農林水産省
(国産農林水産物等の生産、流通及び消費の改善を通じた安全確保）国

産
品 農薬取締法等による国内

の生産資材の規制等

厚生労働省
（国内流通食品の監視）連携
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食品の安全確保と消費者の信頼確保

加工・流通段階生産段階

消費者生産者 農産物 食品

フードチェーン（農場から食卓まで）

農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の導入・普及

生産活動の各工程の正確な実施、
記録、点検及び評価を行うこと
による持続的な改善活動

ＨＡＣＣＰ※（ハサップ）システムの導入
（※危害要因分析と重要管理点による衛生管理の手法）

適正製造規範（ＧＭＰ）の導入

有害化学物質、有害微生物への対策（情報収集→対策策定→実施→効果確認）

＜２ (3) リスク分析手法＞



ＧＡＰ（農業生産工程管理）について

これを我が国の多くの農業者や産
地が取り入れることにより、結果と
して
 食品の安全性向上
 環境の保全
 労働安全の確保
 競争力の強化
 品質の向上
 農業経営の改善や効率化

に資するとともに、消費者や実需者
の信頼の確保が期待される。

１ 合意形成･体制作り

防ぐべき
危害

食中毒・かび毒中毒

農作業事故 農作業を通じた
環境汚染

関係法令等
の遵守事項

各種指針・
ガイドライン
の取組事項

農薬取締法 廃棄物の処理及び
清掃に関する法律

栽培から出荷
までの野菜の
衛生管理指針

農作業安全の
ための指針

食品安全・環境保全・労働安全について実
施すべき取組を明確化したものをＧＡＰとし
て策定し、実施体制を構築

２ 産地におけるPDCAサイクルによるＧＡＰの
実施体制（次ページ） 37

GAP（農業生産工程管理：
Good Agricultural Practice ）とは、

農業生産活動を行う上で必要な関
係法令等の内容に則して定められ
る点検項目に沿って、農業生産活
動の各工程の正確な実施、記録、
点検及び評価を行うことによる持続
的な改善活動のこと。

＜２ (3) リスク分析手法＞



３ 実施・記録のイメージ
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ＧＡＰ（農業生産工程管理： Good Agricultural Practice ）（続き）

２ 産地におけるPDCAサイクルによるＧＡＰの実施体制

① 合意形成･体制作り

② (Plan)農業利用計画・点検項目の作成

③ (Do)実践・記録

④ (Check)点検・評価

⑤ (Action)改善

準備 育苗 栽培管理 収穫･調整･出荷

出荷生産

 堆肥等の有機物
の施用による土作
りを行いましたか

 用水の水源は何か
知っていますか

 種子証明書･購入
伝票を保管してい
ますか

 肥料又は液肥は、
施肥基準に基づい
て施用しましたか

 農薬は、栽培マニュアルや農薬ラベ
ルに記載されている薬剤、使用量を
守って使用しましたか

 収穫コンテナの洗浄等
収穫物の病原性微生物
等による汚染防止対策
を行いましたか

 機械作業の際の作業服
は袖や裾が締まるもの
を着用しましたか

＜２ (3) リスク分析手法＞



資料：http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/haccp/

HACCP (Hazard Analysis and Critical Control Point)とは、

 食品の製造・加工工程のあらゆる段階で発生するお
それのある微生物汚染等の危害をあらかじめ分析
（ Hazard Analysis ）し、

 その結果に基づいて、製造工程のどの段階でどのよ
うな対策を講じればより安全な製品を得ることができ
るかという重要管理点（Critical Control Point）を定め、

 これを連続的に監視することにより製品の安全を確
保する衛生管理の手法。

この手法は、コーデックス委員会※から発表され、各国に
その採用を推奨しているもの。
※ FAO(国連食糧農業機関)とWHO(世界保健機関)の合同機関

ＨＡＣＣＰ（ハサップ）について

39

 HACCP方式は、従来の抜取検査による衛生管理に

比べ、より効果的に問題ある製品の出荷の未然防
止が可能となり、原因追及も容易。

 HACCP導入施設では、必要な教育・訓練を受けた従

業員により、定められた手順や方法が日常の製造
過程において遵守されることが不可欠。

＜２ (3) リスク分析手法＞



汚染経路 例 主な対策

農産物の中に存在
(環境、微生物由来)

 かび毒
 自然毒（ふぐ毒､きのこ毒など）
 重金属（ヒ素、カドミウム）

 ダイオキシン
 放射性物質

排出源対策

農産物生産段階での
汚染防止、低減対策

加工・調理工程で
出来てしまう

 アクリルアミド
 クロロプロパノール類

生成条件を分析し、
加工･調理法を改善

容器包装等由来
 鉛
 スズ
 可塑剤

容器包装の改良、
切り替え

 動植物が育つ過程で土や水などから取り込み、または､
自らつくり、農畜水産物などに含まれる。

 食品の加工･調理過程で使用しないにもかかわらず
製品に含まれてしまう。

食品に含まれる有害物質とその対策
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＜２ (3) リスク分析手法＞



生産者や食品事業者向けの指針等（例）

作物等 対 象 指 針 等

米 指導者 ◆ コメ中のカドミウム濃度低減のための実施指針（23年8月）

生産者 ◆ 米のカビ汚染防止のための管理ガイドライン（24年2月）

麦
生産者・指導者

◆ 麦類のデオキシニバレノール・ニバレノール汚染低減のための
指針（20年12月）

野菜 生産者 ◆ 栽培から出荷までの野菜の衛生管理指針（23年6月）

食肉・
鶏卵

生産者・指導者

◆ 牛肉の生産衛生管理ハンドブック第2版（25年11月）

◆ 鶏肉の生産衛生管理ハンドブック第2版（25年11月）

◆ 鶏卵の生産衛生管理ハンドブック第2版（27年7月）

◆ 豚肉の生産衛生管理ハンドブック（29年9月）

外食産業事業者 ◆ 生食用食肉の取扱いマニュアル第2版（24年2月）

加工
食品

食品事業者
◆ 食品（アミノ酸液を含むしょうゆ）中のクロロプロパノール低減指

導（H20年、H24年）

消費者 ◆ アクリルアミドを減らすために家庭でできること(H27年10月)

41

＜２ (3) リスク分析手法＞
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危険度（リスク）管理措置の基本（生産・製造方法の改善）

生
産
・製
造
方
法
の

改
善
指
導
前

改
善
指
導
後

基準値

超えた食品を市場から排除

安全確保は大前提
⃝ 全ての食品を分析することはできない
⃝ 低すぎる基準値では除外すべき食品が増大

⃝ 過去の調査結果と比べて濃度分布が左にシフトしていれば、
事業者の努力で有害物質濃度が低減したと考えられる。

→ 結果として消費者の摂取量が減る。

生産・製造方法の
改善

最終製品に関する基準設定、及び検査による排除よりも、

生産・製造段階を管理する方が効率的かつ経済的

＜２ (3) リスク分析手法＞
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【事例２】アクリルアミド 濃度の低減
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アクリルアミド濃度(mg/kg)

ポテトチップスの調査結果

食品事業者の自主的な
取組により、過去の調査
と比べてアクリルアミド濃
度の低いポテトチップス
やフライドポテトが増えて
いる

※

※ アクリルアミドは、食材中のアスパラギン
（アミノ酸）と還元糖（糖類）が１２０℃以上
で高温調理された際に生成する物質。普
通の食品に広く存在している。

※ 「相対頻度」とは、調査した試料の全数
に対する、その濃度範囲にある試料数の
割合のこと。



本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ

２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法（リスクアナリ
シス） ②リスク評価



リスク評価の役割

45

ハザード特定

ハザード
特性評価

リスク評価

暴露評価

リスク管理 リスク評価

リスクコミュニケーション

新たな課題の発生

リスク評価の要請

諮問

答申

リスク管理措置の策定

サーベイランス

リスク管理措置の実施

機能的分離と相互作用

モニタリング

＜２ (3) リスク分析手法＞



リスク評価の利用例（農薬等の残留基準設定の流れ）

農薬等の登録にあたり、食品安全委員会が農薬等のヒトに対する健康影響についてリスク評価を

行い、厚生労働省がその評価結果に基づき食品中の残留基準値の設定を行っている。これらの

審査により安全性が確認された後、農薬等としての使用が許可される。

摂取量

致死

中毒

作用

無毒

体
へ
の
影
響

無毒性量(動物実験の数値)
ＮＯＡＥＬ：No Observed Adverse Effect Level

 農薬の使用方法を遵守し、農薬を
適正に使用した場合の残留試験
結果に基づき、作物ごとに設定。

 全作物の基準値を足し上げても
ADIの８割以内、かつ、各々ARｆDを
超えない範囲に設定

【厚生労働省】

残留農薬基準値

１日許容摂取量（ADI）：Acceptable Daily Intake

毎日一生食べ続けても健康に悪影響が出ない量
急性参照用量（ARfD）：Acute Reference Dose

一日に摂取しても健康に悪影響が出ない量
【食品安全委員会】

長期・短期無毒性量の１００分の１（安全率）

適正に農薬が使用されて
いるのかを判断する目安

 作物ごとに設定。 【農林水産省】

農薬の使用基準

1/100

＜２ (3) リスク分析手法＞
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作物群

最大作物
残留量

基準値
ﾌｰﾄﾞ

ﾌｧｸﾀｰ

理論最大
1日推定
摂取量

日本人の
許容摂取量

ppm ppm ｇ mg ADI×53．3㎏

大豆 0.97 2 56.1 0.1122

小豆類 0.87 2 1.4 0.0028

かんしょ 0.47 1 15.7 0.0157

てんさい 0.31 1 4.5 0.0045

キャベツ 0.82 2 22.8 0.0456

たまねぎ 0.33 1 30.3 0.0303

にんじん 0.46 1 24.6 0.0246

未成熟いんげん 0.38 1 1.9 0.0019

えだまめ 0.16 0.5 0.1 0.00005

いちご 0.15 0.5 0.3 0.00015 4.4184

合計 0.2378 4.4184 mg/人/日

ﾌｰﾄﾞﾌｧｸﾀｰ：各農作物を国民が平均的に食べる量。国民栄養調査による。

TMDI: 理論最大1日推定摂取量

残留農薬の基準（長期推定摂取量の計算例）

全作物群の合計
でも摂取量が

1日許容摂取量
（ADI）の8割以下
となることを確認

この例では、
約５％

＜ × ＝

＜ ×0.8

＜２ (3) リスク分析手法＞



本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ

２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法（リスクアナリ
シス）

③リスクコミュニケーション
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リスクコミュニケーションとは、あるリスクについて

直接間接に関係する人々が意見を交換すること

人々にリスクに関する情報を伝える

建設的な意見を述べる関係を作る

建設的な意見を対策に反映する

意見交換を経て、信頼関係を作る

リスクコミュニケーションを行う目的

リスクコミュニケーションとは？
＜２ (3) リスク分析手法＞



「安全」と「安心」の関係

《 安 全 》

科学的に検証できる

客観的

《 信 頼 》

消費者が安心して
食べられる食品を

提供するための努力

《 安 心 》

個人の心理的判断(主観的）

別の問題
歴史、伝統、食
文化などに影
響される

50

＜２ (3) リスク分析手法＞



「信頼」を左右するもの

＜不安を増大＞

情報量小

未知（新技術を含む）

他人がコントロール

利益が不明

影響が不公平

大規模な被害

合成物質

科学的不確実性が高い

＜安心を増大＞

⇔ 情報量大

⇔ 既知

⇔ 自分がコントロール

⇔ 利益が明らか

⇔ 一律に影響

⇔ 小規模な被害

⇔ 自然由来

⇔ 不確実性が低い 5１

表示が関係

＜２ (3) リスク分析手法＞



食品の安全確保と消費者の信頼確保

加工・流通段階生産段階

消費者生産者 農産物 食品

フードチェーン（農場から食卓まで）

農業生産工程管理
（ＧＡＰ）の導入・普及

生産活動の各工程の正確な実施、
記録、点検及び評価を行うこと
による持続的な改善活動

ＨＡＣＣＰ※（ハサップ）システムの導入
（※危害要因分析と重要管理点による衛生管理の手法）

適正製造規範（ＧＭＰ）の導入

有害化学物質、有害微生物への対策（情報収集→対策策定→実施→効果確認）

表示は、消費者の選択の

ために重要食品表示法に基づく表示規制（消費者庁）

表示項目（加工食品の例）
名称、原材料名、添加物、原料原産地名、内容量、賞味期限、
保存方法、（原産国名、）製造業者等の名称・住所

食品の安全性を向上させる
機能はない ※アレルギー表示、

消費期限を除く

消費者の信頼確保
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（食品を追跡・遡及できること）

＜２ (3) リスク分析手法＞



「健康食品」とはどんなもの？

｢健康食品｣｢サプリメント｣ － 法律上･行政上の定義はない。

あああああああああああああああああああああ

特定保健用食品

一般食品

保健機能食品

医薬品 医薬部外品

栄養機能食品

機能性表示食品

機能性の表示ができる

効果や機能性の表示はできない

New !

「脂肪の吸収をおだやかにします」
「おなかの調子を整えます」など表示
可能に。
安全性確保を前提とし、科学的根拠に
基づいた機能性を事業者の責任で表示
。

国の審査必要

国の審査不要

病者用食品、乳児用調製粉乳、
妊産婦･授乳用粉乳､えん下困難者用食品

国の審査必要

栄養補助食品 健康補助食品
栄養強化食品 栄養調整食品
サプリメント といった表示で販売

事業者の責任で表示可能

53

食 品

特別用途食品

【事例３】 健康食品①
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～ 健康食品を利用する目的と健康食品が関係した2つの被害 ～

体調維持・病気予防
健康の増進、病状の改善

消費者委員会「消費者の「健康食品」の利用に
関する実態調査」（平成24年5月公表）

健康食品がもたらす可能性のある「2つの被害」

･･･ 成分の問題（不純物や有害物質が除去されていない可能性）
過剰摂取の問題（効果を期待して大量にとってしまう）

･･･ 高額な製品の購入

薬は副作用があるから
食品でなんとかしたい！

でも ･･･ちょっと待って!

（％）

50.3 

43.2 

39.9 

35.0 

15.4 

14.5 

14.0 

11.4 

1.2 

0 20 40 60

体調の維持・病気の予防

健康の増進

特定の栄養素の補給

疲労回復

美容

老化予防

ダイエット

病状の改善

その他

健康効果をうたった食品の利用目的

健康被害

経済被害

【事例３】 健康食品②



☑ 天然･自然由来だから品質･安全性が高いということは
ありません。アレルギーの原因になりやすく､有害物質･
不純物が除去されていない可能性があります

☑ ｢薬と併用で効果UP！｣を期待する人もいますが､健康食品の
成分によっては､薬の効果が弱まったり､副作用のおそれがあります

☑健康食品で病気が治ったことを明確に示した研究結果は
現時点ではありません。健康食品を使用しているからといって
病院へ行かなければ、適切な治療がされず、病状が悪化する
可能性があります

55

☑成分が濃縮された錠剤･カプセル状の製品は特定成分を
過剰に摂取してしまう可能性があります

参考：厚生労働省「健康食品の正しい利用法」（平成25年3月改定）利用する時の注意点

ご自身の食生活の状況に照らし、本当に必要
かよく考えて、使うかどうかを決めましょう

【事例３】 健康食品③



【事例４】 賞味期限と消費期限
○ 全ての加工食品には、賞味期限又は消費期限のどちらかの期限表示が表示さ
れている。（一部の食品を除く）
○ 賞味期限が過ぎてもすぐに食べられなくなるわけではないことを理解して、
見た目やにおいなどの五感で個別に食べられるかどうか判断することが重要。

賞味期限 Best-before 

消費期限 Use-by date 

おいしく食べることができる期限です。
この期限を過ぎても、すぐ食べられないと
いうことではありません。

【定義】
定められた方法により保存した場合において、期待されるす
べての品質の保持が十分に可能であると認められる期限を
示す年月日をいう。ただし、当該期限を超えた場合であって
も、これらの品質が保持されていることがあるものとする。

期限を過ぎたら食べない方が良いんです。

【定義】
定められた方法により保存した場合において、腐敗、変敗その
他の品質の劣化に伴い安全性を欠くこととなるおそれがないと
認められる期限を示す年月日をいう。 56

賞味期限と消費期限のイメージ

消
費
期
限

製
造
日

賞
味
期
限

品質 劣化が比較的遅いもの

早く悪く
なるもの

安全に

食べられ
る限界

保存
日数

まだ
食べられる

食べない
方が良い



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



消費者・市場のニーズ（流通規格） 58

病害虫・雑草 農作物被害

農作物の保護＝防除
（目的）

 国民に豊富な食料を手頃な価格で
安定的に供給
自給率（平成28年度：38％）の向上

 良質な農産物を供給、除草労力の
軽減

 農家が安定した収入を得て、継続
的な生産活動を行うこと

病害虫防除の必要性

日本は、温暖・多雨・多湿な気候
（参考）ほぼ同じ緯度にあるカリフォル

ニアの約６倍の年間降水量

他の先進国に比べ、病害虫が発生し
やすい

日本は病害虫が発生
しやすい気候

農産物の見た目を重視

年間を通じて食卓に農作物を提供する
ため、施設栽培が盛ん

暖かい施設の中で冬を越す病害虫が
増加

毎日の食卓に農作物を提供

病害虫防除とは？ ＜わが国の特殊性＞

＜３（１）病害虫防除、農薬＞
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もし、防除を行わなかったら！

病害虫・雑草による生産減収と出荷金額への影響

作 物 生 産 減 収 率（％） 市場へ出荷で
きなかった割合

【純減益】（%）最大 最小 平均

水稲 １００ ０ ２８ ３４

ばれいしょ ４４ １９ ３１ ４２

りんご １００ ９０ ９７ ９９

キャベツ １００ １０ ６９ ７０

きゅうり ８８ ４ ６１ ６０

諸元：慣行的な管理を行った栽培試験区と防除を行わなか
った栽培試験区について収量と品質を比較調査した。
（社）日本植物防疫協会

なぜ、農薬を使用するか？

病害虫とその被害

水稲（いもち病）

キャベツ（モンシロチョウ）

リンゴ

（シンクイムシ）

＜３（１）病害虫防除、農薬＞



60

○｢農薬｣とは、
・ 農作物等を害する病害虫の防除に用いられる殺菌剤、殺虫剤
その他の薬剤及び成長促進剤、発芽抑制剤その他の薬剤
・農作物等を害する病害虫の防除のために利用される天敵

殺虫剤
殺菌剤
除草剤
誘引剤
交信かく乱剤

など

発根促進剤
着果促進剤
無種子化剤

など

寄生バチ
テントウムシ
カブリダニ類
昆虫ウイルス

など

病害虫の防除
に用いる薬剤 成長調整の薬剤

病害虫防除に
利用する天敵

農作物等に使用
【農作物等の範囲】
• 稲、野菜、果樹だけでなく、樹木、草

花、ゴルフ場や公園の芝生、街路
樹 等

【病害虫の範囲】
• 菌、線虫、だに、昆虫、ネズミ、スズ

メ等の鳥類、ナメクジ、雑草、 ウイ
ルス 等

※ 農薬と同じ成分を含むものでも、ゴキブリや蚊

等の衛生害虫を防除するために家庭等で用い
られるものは、農薬に該当しない。

農薬とは何か？
＜３（１）病害虫防除、農薬＞
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(2) 無登録農薬の取締

(1) 農薬登録制度（農薬の安全性チェック）

登録された農薬のみが
製造、輸入、販売、使用
される仕組み

(3) 農薬の正しい使用

(4) 農作物中の農薬
の監視

①毒性試験

②動植物体内での農薬の分解経路と分
解物の構造等の情報を把握

③環境影響試験
④農作物残留性試験

農薬登録申請時に提出が必要な毒性等の試験成績の例
（食用作物に残留する可能性がある農薬）

農薬を使用した農産物の安全性確保
＜３（１）病害虫防除、農薬＞
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農薬の使用状況

資料：国内農産物における農薬の使用状況及び残留状況調査結果（平成27年度及び28年度）（平成30年3月28日、消費・安全局公表）

 平成２７～２８年度に、７０６戸の農家について、農薬の使用状況を
調査し、不適正な使用はなかった。

農薬の残留状況

 のべ３，７６３検体※の農産物について残留農薬を分析した結果、
２７年度に分析した２検体を除いて、食品衛生法による残留基準値
を超えたものはなかった。

※のべ検体数： １試料検体について２種類の農薬を分析した場合２検体として試算。
実検体数は、７０６検体。

 なお、今回の残留基準値を超えて農薬を含有していた農産物を
継続的に通常量摂食しても健康に影響を及ぼすおそれはない。

農薬の使用状況、残留状況（平成27～28年度）
＜３（１）病害虫防除、農薬＞
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ＩＰＭ＝Integrated Ｐｅｓｔ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ

利用できる技術を
合理的に組み合わせて

病害虫を防除

化学農薬の使用削減
（殺虫剤・殺菌剤など）

農薬の効率的使用
マリ－ゴ－ルドによる
線虫の忌避、アイガモ
による水田の雑草防
除、天敵（捕食性テント
ウムシ等）の利用など

生物的機能を活用した
交信かく乱剤(ﾌｪﾛﾓﾝ)

などの利用

農薬の課題（ＩＰＭ（総合的病害虫・雑草管理））

防虫ネットや雑草抑制シ－
トの利用、太陽熱での土壌
消毒など

耐病虫性品種の利用、病
害虫の発生源となる雑草
の除去など

＜３（１）病害虫防除、農薬＞



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



普通肥料を譲渡すると
きは、肥料の種類・名称、
保証成分量、生産業者
の氏名・住所・生産年月
等を記載した保証票の
添付を、生産業者・販売
業者に対して義務付け

肥料の種類毎に、含有す
べき主成分（窒素、リン
酸、カリ等）の最小量、含
有が許される植物にとっ
ての有害成分（カドミウム
等）の最大量等を農林水
産大臣が設定

肥料の品質等の保全、
公正な取引等の確保

肥料の区分と登録：

法律の目的：

肥料取締法

65

農業生産力の維持増進に寄与、
国民の健康の保護に資する

このため、肥料の規格及び施用基準の公定、登録、検査等を実施

普通肥料
（特殊肥料以外の肥料）

特殊肥料
（農林水産大臣の指定する米ぬか、
たい肥、 その他の肥料）

生産、輸入する前に農林水産大臣又は
都道府県知事に銘柄毎に登録

• 登録の調査 申請書の記載内
容、肥料の見本等から、公定規
格との適合性、名称の妥当性、
植物の生育に対する害の有無等
を調査

• 登録の有効期間：３年又は６年

登録等：公定規格： 保証票の添付：

生産、輸入する前に都道府県知事
にその旨を届出

＜３（２）肥料・飼料＞



飼料安全に係る農林水産省の役割

畜産の振興

消費者の健康保護と
より豊かな食生活の保証

飼料等の安全確保体制
食品安全委員会

（独）農林水産消費安全技
術センター／地方農政局

地方農政局

立入検査

販売業者等 畜産農家等

答申
諮問 諮問

勧告
通知

都道府県知事

飼料、飼料添加物
の製造、輸入

製造業者・輸入業者

飼料の流通

各
種

調
査

○畜産農家におけ
る飼料の使用状
況等

○養殖業者におけ
る水産用医薬品
の使用状況等

○根拠法律

飼料の安全性の確保及び
品質の改善に関する法律

飼料等の安全確保

安全で有用な
飼料の安定供
給

科学的根拠に
基づく飼料中
の基準設定

安全な国産
畜産物の
安定供給

立入検査
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指示

農業資材審議会

農林水産大臣

＜３（２）肥料・飼料＞



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ
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飼養衛生管理の徹底
・発生状況の把握（サーベイランス）
・正しい知識の普及
・早期発見・早期届出

・感染家畜の淘汰
・移動の制限
・周辺農場の検査

【発生予防】 【早期発見】 【まん延防止】

飼養衛生管理基準 特定家畜伝染病防疫指針ほか

と畜場・
食鳥処理場

食肉・食鳥
処理・加工場

卸売・
小売業者

消費者

家畜の飼養衛生管理基準の設定

1. 家畜防疫に関する最新情報の把握
2. 衛生管理区域の設定

3. 衛生管理区域への病原体の持込み
防止

4. 野生動物等からの病原体の感染防
止

5. 衛生管理区域の衛生状態の確保

6. 家畜の健康観察と異常がある場合
の対処

7. 埋却地の確保等

8. 感染ルート等の早期特定のための記
録作成・保存

9. 大規模所有者に関する追加措置

農場における衛生管理の徹底（家畜伝染病予防法）

食品供給行程の各段階における適切な措置により
食品の安全性を確保（と畜場法、食品衛生法）

遵
守
状
況
の

定
期
報
告

罰

則

都道府県による飼養衛生管理基準の遵守状況の確認

指
導
・助
言

勧

告

命

令

原則として
年１回以上

農場へ
立入検査

命令違反者に対しては・・・

家畜防疫（国内での具体的な取組）
＜３（３）動物防疫＞



①家畜伝染病予防法に基づく家畜の伝染性疾病の侵入防止
②狂犬病予防法や感染症法に基づく狂犬病等の人獣共通感染症の侵入防止
③水産資源保護法に基づく水産動物の伝染性疾病の侵入防止

• 動物衛生課において海
外情報の収集、輸入禁
止措置、輸入時の衛生
条件等の設定、対日輸
出施設の査察等を企画・
実施

• 動物検疫所（横浜本所
のほか、８支所・１６出張
所)において、家畜伝染
病予防法等に基づき指
定港・空港での輸出入動
物・畜産物等の検査等を
実施

※東海農政局管内の動
物検疫所は、中部空港
支所、名古屋出張所及
び四日市分室

【目的】

【体制】

動物検疫の取組
動物検疫の取組（農林水産省 消費・安全局動物衛生課及び動物検疫所）

69

＜３（３）動物防疫＞



宮崎県における発生

・平成２２年４月２０日、宮崎県において我が国で１０年振りに口蹄疫が発生（２９２戸、牛、豚等約２１万頭を殺処分）
・防疫措置を実施したものの、感染が拡大したことから、我が国で初めての緊急ワクチン接種を実施（接種後の殺処分約９万頭）
・この結果、発生は減少し、７月２７日に全ての移動制限解除（平成２３年２月５日、OIEによるワクチン非接種清浄国の認定）

海外での発生状況

・近隣アジア諸国（中国、韓国、台湾等)で断続的に発生しており、
我が国への侵入リスクは極めて高い状況

・侵入防止措置として水際検疫体制を強化
・アジア全体で発生を抑制するため、国際的な連携を強化

侵入防止のための水際検疫の強化

・国内への侵入防止のため、

① 空海港における入国者の靴底消毒・車両消毒の更
なる徹底

② 旅客への注意喚起
③ 検疫探知犬を活用した抜き打ち検査の強化
など動物検疫の一層の強化

・平成２３年４月の家畜伝染病予防法の改正に伴い、
① 発生国からの入国者に対する質問実施
② 携帯品の検査、必要に応じた消毒実施
などウイルス侵入防止措置をより一層強化

東海農政局も宮崎県へ人的支援

【事例５】 口蹄疫

70



[ 平成28～29年度の家きんでの発生 ]

【事例６】 高病原性鳥インフルエンザ
○ 鳥インフルエンザは、A型インフルエンザが引き起こす鳥類の疾病(病気)

○ 国内への侵入は、海外から飛来する渡り鳥等が持ち込んでいると推定

○ 鳥インフルエンザに感染した野鳥から、野生動物等を介して、飼養鳥に感染

○ 通常の生活の中で、人に感染することはない

○ 農林水産省では、家きん（鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、ほろほろ鳥、七面

鳥）に鳥インフルエンザが発生した場合、他の家きんに病気をまん延させないため、発

生農場や周辺農場などにおいて防疫措置を実施

① 発生農場の防疫措置
・飼養している家きんの殺処分（全羽・２４時間以内(原則)）
・殺処分した家きん・排泄物等の埋却・焼却、施設内の消毒（７２時間以内(原則)）

② 周辺農場の移動制限
・周辺農場(10ｋｍ範囲)は、清浄性が確認されるまで、生体・肉・卵等の移動を制限

③ 発生農場の周囲の幹線道路における車両の消毒

●28年度（９道県、１２事例）
北海道、青森県、宮城県、新潟県、千葉県、
岐阜県、佐賀県、熊本県、宮崎県

●29年度（１県、１事例）
香川県
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我が国におけるBSEの発生状況

・平成１３年９月に初めて発生を確認。現在まで、
と畜検査で２２頭、死亡牛検査で１４頭（計３６
頭）を確認

・８例目及び２４例目は、検出された異常プリオン
たんぱく質の性状が定型的なものと異なる

・飼料規制の実施直後の出生牛（平成１４年１月
生）以降に生まれた牛での発生はない

BSE対策の実施状況

生産農場
肉骨粉等

と畜場

家畜保健
衛生所

死亡牛
特定危険部位（ＳＲＭ）は焼却

•牛由来肉骨粉の輸入、飼料
利用を禁止
•牛と豚・鶏飼料の製造工程・
施設の分離(交差汚染防止
対策)

→地方農政局が肉骨粉等の
原料収集先での牛由来原
料の混入防止措置等の確
認調査を実施

【H15年4月1日】
24か月齢以上の死亡牛の届出を義務付け、BSE検査開始

【H16年4月1日から完全実施】
【H27年4月1日】対象月齢を48か月齢以上に見直し

H29年3月末までに約127万頭を検査(うち陽性14頭)

【H13年10月18日】と畜される全ての牛のBSE検査を開始。
【H17.8.1】検査対象月齢21か月齢以上、【H25.4.1】同30か月
齢超、【H25.7.1】同48か月齢超に見直し。
【H29.4.1】健康牛の検査対象月齢を廃止

特定危険部位（ＳＲＭ）※を除去

※全月齢の牛の扁桃及び回腸遠位部、30か月
齢超の牛の頭部（舌、頬肉を除く。）、脊柱及
び脊髄

販売店

【事例７】 牛海綿状脳症（BSE）の予防

世界のBSE発生状況

・発生のピークは１９９２年（37,316頭）
・対策の進展により、発生は大きく減少
・2017年の発生は４頭（H29.7.29現在)



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



植物の輸入検疫の取組（消費・安全局植物防疫課及び植物防疫所）

•病害虫が輸入植物に付着
して日本に侵入することを
防ぐため、農林水産省の
植物防疫官は、日本の港
や空港で輸入植物検疫を
実施（量や商用・個人用を問わず、
貨物、携帯品、郵便物で輸入され
るすべての植物が対象）

•病害虫が日本に侵入する
と、農産物の生産量が減
少し、安定供給ができなく
なるほか、森林破壊が発
生

•病害虫が発生すると、国内
から駆除するために莫大
な費用や労力が必要
※ 過去にウリミバエとミカンコミ

バエをなくすため、20余年の歳
月と254億円もの多額の費用を
投入

植物の輸入検疫の取組
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＜３（４）植物防疫＞



平成２９年度の東海農政局管内の注意報

・岐阜県
７月１３日 水稲（カメムシ類）[飛騨地域]
７月２７日 水稲（カメムシ類）[全県]

８月 ９日 果樹（カメムシ類）
９月１４日 トマト（灰色かび病）

事業の概要

• 病害虫のまん延は、我が国の農業に重大な損害を与えるおそれがあるため、国と都
道府県は協力して病害虫の防除を行い、まん延を防止する必要

• このため、都道府県の協力のもとに、病害虫の発生状況、気象、農作物の生育状況等
の調査を実施し、病害虫の発生予測情報を農業者等に提供

• 発生予察に必要なデータは、各県の病害虫防除所が県内各地の予察灯やほ場等を
調査し収集

• 発生予察情報の種類は、予報、警報、注意報、特殊報、その他

・愛知県
６月 ２日 ナシ（黒星病）
７月１４日 水稲（カメムシ類）
８月 １日 カンキツ

（チャノキイロアザミウマ）
８月１７日 ダイズ（オオタバコガ）
９月 １日 キャベツ（シロイチモジヨトウ）
９月１５日 水稲（トビイロウンカ）

１０月１７日 果樹（カメムシ類）
１０月３１日 キャベツ（黒腐病）
１０月３１日 キャベツ（菌核病）

病害虫の発生予察事業

・三重県
発表なし
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○ 平成２１年４月、東京都青梅市のウメにおいて、モモやスモモなどの重要核果類果樹に甚大な被害を与
えるウメ輪紋ウイルスによる病気の発生を確認。ウメ輪紋ウイルスの感染範囲を特定するため全国のウメ
やモモ等の生産地、観光地、植木や苗木の産地の調査を実施。

○ 調査の結果、ウイルスのまん延のおそれがある地域（東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、大阪府及び
兵庫県の一部地域）においては、植物防疫法に基づく緊急防除を実施し、早期根絶を図っている。

〇 平成26年度に実施した調査の結果、愛知県犬山市等において感染樹（全てウメ）が確認されており、平成
29年度においても発生調査を実施中。

ウメ輪紋ウイルス
の発生範囲を特定
するための調査

ウメ輪紋ウイルス
の発生の有無を確
認するための調査

ウメ輪紋ウイルスを媒介する昆虫
（アブラムシ）を農薬により防除

発生地域からの宿主植物の移動
制限

ウメ輪紋ウイルスに感染している
範囲が広く、感染樹も多いと考え
られることから、感染樹等の計画
的な処分により、ウメ輪紋ウイルス
を早期に撲滅

まん延防止措置

撲滅措置

発生調査

モモ（果実）の病徴
(米国での果実の感染例)

【事例８】国内での病害虫のまん延防止（ウメ輪紋ウイルスの例）

ウメ（葉）の病徴 (青梅市で撮影)
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２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



「安全」と「安心」の関係（再掲）

《 安 全 》

科学的に検証できる

客観的

《 信 頼 》

消費者が安心して
食べられる食品を

提供するための努力

《 安 心 》

個人の心理的判断(主観的）

別の問題
歴史、伝統、食
文化などに影
響される
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＜４ 食の安心＞



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



食品事故等の問題があったときに､食品の移動ルートを
書類等で特定し､遡及・追跡して､原因究明や商品回収等
を円滑に行えるようにする仕組｡

ただし、食品トレーサビリティは、食品をどのように生産・
製造したか（例：農薬・肥料・飼料等の使用状況、原材料
の原産地名などの情報）を表示等で情報提供する取組と
は異なる。

●基礎的なトレーサビリティ：
｢いつ､どこから（どこへ）､何を、どれ
だけ｣の入荷・出荷の記録の作成・
保存の取組。
●高度なトレーサビリティ :
内部トレーサビリティ、ロット情報の

記録の作成・保存等の取組｡

食品トレーサビリティについて 食品トレーサビリティの取組

食品トレーサビリティ

食品トレーサビリティの取り組み方について、どのような取組をすればよいのか分かりやすく
解説したマニュアルを作成。

食品事業者の方々をはじめ、事業者団体や自治体等においても活用可能。

食品トレーサビリティ 「実践的なマニュアル」
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＜４（１）食品トレーサビリティ＞



生産・と畜段階 流 通 段 階

牛トレーサビリティ制度の概要
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＜４（１）食品トレーサビリティ＞
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米トレーサビリティ制度の概要

• 商 品 名：○○○○
• 入出荷日：○年○月○日
• 取引先名：○○食堂○○店
• 数 量：５ｋｇ×１０袋 等
• 産 地：「国産」
• 搬出した場所：○○○○

※産地情報伝達については、飼料用・バイオエ
タノール用等非食用に供されるものは除く。

＜４（１）食品トレーサビリティ＞



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ
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JAS法 食品衛生法

原材料名

原産地

アレルギー

添加物

名称

遺伝子組換え

賞味期限

保存方法

栄養表示、特別用途表示 等健康増進法

商品選択 食品安全の確保

製造者名等

※このほか、

• 景品表示法
（虚偽、誇大
な表示の禁
止）

• 不正競争防
止法（不正な
競争の防止）

• 計量法（適正
な計量の実
施を確保）

なども食品表示
に関係

等 等

内容量

食品表示に関する主な法律の目的（平成２７年３月３１日迄）
食品衛生法・・・・ 飲食に起因する衛生上の危害発生を防止する
ＪＡＳ法・・・・ ・・・ 原材料や原産地など品質に関する適正な表示により消費者の選択に資する
健康増進法・・・・ 栄養の改善その他の国民の健康の増進を図る

３法の表示部分を一元化した食品表示法が平成25年6月21日に国会で可決・

成立、6月28日に公布

（旧）ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法の関係

食品表示制度の統合
＜４（２）食品表示・監視＞



食
品
表
示
法

食
品
表
示

法
施
行
令

（
政
令
）

表
示
基
準

(

内
閣
府

令)

等

そ
の
他

公
布

2013.6.2
8

食
品
表
示
法

施
行

2015.4.1 2020.4.1
官報掲載

政
令
・
内
閣
府
令

施
行

食品表示基準の普及啓発

経過措置期間（加工食品・添加物）

・
新
法
に
基
づ
く
表
示
に
完
全
移
行

・
加
工
食
品
及
び
添
加
物
に
つ
い
て

栄
養
表
示
義
務
化

・加工食品及び添加物については、5年
・生鮮食品については、1年 6ヶ月

今後の検討課題の検討（順次実態を踏まえた検討を行う）
インターネット販売における食品表示、加工食品の原料原産地表示、添加物表示、遺伝子組換え

表示のあり方など

新食品表示制度の実施スケジュール

加工食品の
原料原産地表示

の改正

現在
2017.9.1

2022.4.1

同上（生鮮食品）

2017.10.1

経過措置期間（原料原産地）

・
加
工
食
品
の
原
料
原
産
地
表
示
表
示
義
務
化
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＜４（２）食品表示・監視＞
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 食品表示基準は、食品の加工度等から主に「生鮮食品」と「加工食品」に分けられる

食品表示法における加工食品とは、

生鮮の農産物などの原料を加工して製造された飲

食料品

食品表示法における生鮮食品とは、

収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの

（単に切断したもの・単に冷凍したものを含む）

農産物 キャベツ

畜産物 鶏卵

水産物 マグロ

単品を
切断したもの

カットレタス

ブロック肉

スライス肉

刺身（単品）

魚の切り身

同じ種類を
混合したもの

キャベツの千切り
＋
赤キャベツの千切り

牛カルビ
＋

牛ロース

マグロ赤身
＋
マグロ中トロ

加工度が
高い

乾しいたけ
塩蔵山菜ミックス
茹でた大豆

塩コショウした牛肉
蒸し鶏
茹で卵

乾燥わかめ
煮干いわし
塩さば
味付けめかぶ

小麦粉
コーンスターチ
ジャム
パン・お菓子

コンビーフ
バター

味噌・醤油

レトルトパウチ食品

弁当
惣菜

加工度が
低い

未処理のもの 違う種類を
混合したもの

加工したもの

生鮮食品 加工食品

カット野菜
ミックス

牛ロース
＋

豚ロース

牛豚合挽肉

刺身盛り合わせ
(マグロ・はまち・いか)

生鮮食品と加工食品
＜４（２）食品表示・監視＞
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栄養成分表示 １個30ｇあ

たり

エネルギー 42  kcal

たんぱく質 3.8  ｇ

脂質 0.8  ｇ

炭水化物 4.9  ｇ

食塩相当量 0.2  g

名称 一般的な名称を表示。

保存方法 食品の特性に従って表示。

消費期限 又は
賞味期限

品質が急速に劣化しやすい食品にあっては消費期限を、それ以
外の食品にあっては賞味期限を表示。

原材料名 使用された原材料を重量順に全て表示。

添加物 使用された添加物を重量順に全て表示。

内容量 内容重量、内容体積、内容数量又は固形量等を表示。

栄養成分表示

エネルギー、たんぱく質、脂質、炭水化物、ナトリウム（食塩相当
量に換算したもの）の５項目のほか、表示しようとする栄養成分に
ついて表示。
飽和脂肪酸、食物繊維については表示を推奨（任意）

食品関連事業者の氏名
又は名称及び住所

食品関連事業者のうち表示内容に責任を有する者の氏名又は名
称及び住所を表示。

製造業所等の所在地及
び製造者等の氏名等

製造所又は加工所の所在地及び製造者又は加工者の氏名又は
名称を表示。

アレルゲン
小麦、卵等７品目の原材料について表示を義務付け。
大豆、豚肉等20品目の原材料について表示を推奨（任意）。

遺伝子
組換え

対象加工食品33品目について、遺伝子組換え又は遺伝子組換え
不分別である対象農産物が含まれる場合はその旨を表示。遺伝
子組換えでない場合は任意。

原料原産地名
22の加工食品群及び個別の４品目について表示。その他の食品
は任意。

原産国名 輸入品の場合に表示。

義務表示 一部義務（主な表示事項）

名 称 スナック菓子

原材料
名

じゃがいも（遺伝子組換えでない）、植物油脂、
食塩、デキストリン、乳糖、たんぱく加水分解
物（小麦を含む）、酵母エキスパウダー、粉末
しょうゆ（大豆を含む）、魚介エキスパウダー
（かに・えびを含む）

添加物 香料、調味料（アミノ酸等）、卵殻カルシウム

内容量 ８１ｇ 賞味期
限

この面の右側に記載

保存方
法

直射日光および高温多湿の場所を避けて保
存してください

製造者 株式会社○○○○
●●県××市△△

（食品表示基準に基づく表示例）

食品表示制度で表示すべき主な事項（加工食品の場合）
＜４（２）食品表示・監視＞
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原料原産地表示対象品目拡大の概要

22食品群
＋

4品目
表示義務

その他の
加工食品

国内で製造した
すべての加工食品に

○ 制度の検討概要

改正前 改正後（2017.9.1～）

表示義務なし 表示義務

拡大

(注１) ２２食品群は、製品の原材料のうち、単一の農畜水産物の
重量の割合が５０%以上である商品が表示対象

(注２) 外食、インストア加工等は、表示対象外
(注３) 2017年9月1日から2022年3月31日まで猶予期間

○ 表示方法

○ 表示対象

従来同様、国別重量順に表示

実行可能性を踏まえ、認められる
条件、誤認防止への対応を定めた
上で、可能性表示、大括り表示等
の規定を導入

例：(Ａ国又はＢ国)
(Ａ国又は国産)
(Ａ国又はＢ国又はその他)

可能性
表示

例：(輸入)
(輸入、国産)

大括り
表示

例：(Ａ国、Ｂ国)
(Ａ国、Ｂ国、その他)

22食品群
＋

５品目
(おにぎり追加)

加工食品の原材料のうち、
製品に占める重量割合１位の原材料 88

全加工食品の

１割程度

＜４（２）食品表示・監視＞



89都道府県、警察、保健所 等

内
部
告
発
者

連携

消
費
者

食
品
製
造
業
者
・生
産
者

食品表示１１０番
農林水産省、地方農政局、農林

水産消費安全技術センター等

疑義情報
疑義情報には、事業者

の内部告発者からの告発
を含む。

その内容は、原産地や
原材料の偽装など様々で
ある。

小売店舗等に対する巡回調査など

指示
公表
等

○ 小売店舗に職員による巡回的な表示調査を実施。
○ 食品表示１１０番への情報提供等に基づき立入検査等を実施。
○ 立入検査においては、伝票類の精査等の社会的検証を実施するとともに、ＤＮＡ分析

等の科学的手段も活用し、疑義を解明。

市販商品を買上げ、科学的分析

農林水産省
○ 立入検査等を実施
• 事前調査において、疑義商品の表示

状況や流通状況等を把握

• 疑義商品やその原材料を特定するた
め、独立行政法人農林水産消費安全
技術センター等によるＤＮＡ分析等の
科学的手段も活用

• 疑義商品やその原材料の流通にかか
わった事業者に対する立入検査も合
わせて実施

• 仕入・販売伝票等の関連書類を検査

• 様々なデータを分析する社会的検証
により、疑義を解明

食品表示の監視・取締りについて ＜４（２）食品表示・監視＞



• 生産者や製造業者は、あらかじめ登録認定
機関に認定を申請して、生産行程管理者の
認定を受けることにより有機ＪＡＳマーク
を付すことができる。

• 流通段階において小分業者
や輸入業者が、包装容器に
新たに有機ＪＡＳマークを
付すためには、認定を受け
る必要。

有機農産物の日本農林規格に基づいて、ほ場
の条件、肥培管理、種苗の条件、防除法等を
満たす特別な生産方法での栽培管理を行う。

【有機農産物】

• 堆肥等による土作り、播種・植付け前２年以
上及び栽培中に（多年生作物の場合は収穫前
３年以上）、原則として化学的肥料及び農薬
の不使用

• 遺伝子組換え種苗の不使用

【有機畜産物】
• 主に有機飼料を与えること
• 野外への放牧など、ストレスを与えずに飼育
• 抗生物質等を病気の予防目的では不使用
• 遺伝子組換え技術の不使用

【有機加工食品】

• 化学的に合成された添加物や薬剤の使用は極
力避けること

• 原材料は、水と食塩を除いて、９５％以上が
有機農産物、有機畜産物又は有機加工食品で
あること

• 薬剤により汚染されないよう管理された工場
で製造を行うこと

• 遺伝子組換え技術の不使用

有機ＪＡＳマークが付されている農産物又は
農産物加工食品以外に、「有機（農産物）」、
「オーガニック（農産物）」等の表示をするこ
とは禁止。

規制内容

有機（農産物）などの表示を行うためには

有機ＪＡＳマークを付すためには

有機農産物、有機畜産物、
有機加工食品

有機食品の名称表示規制

認定機関名 90

＜４（２）食品表示・監視＞



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（食糧法）に基づく、用途限定
米穀（加工用米、飼料用米、ＭＡ米等）の適正使用等の履行状況確認のため
の立入検査

米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（米トレ
ーサビリティ法）に基づく、米穀等の取引等に係る記録の作成・保存状況及
び産地情報の伝達の履行状況確認のための立入検査

農産物検査法（農検法）に基づく、農産物検査業務の適切な実施確認のため
の立入調査

消費者や米穀事業者等からの米穀の流通に関する情報提供や相談・問合せ等に対応
東海農政局

消費・安全部 流通監視課 052-746-1315 岐阜県拠点 058-271-4045
消費・安全チーム 052-763-4342 三重県拠点 059-228-3153

食の安全性及び米穀等の適正流通の確保並びに農産物の公正かつ
円滑な取引とその品質の改善に資するため、以下の取組を実施

米穀流通監視相談窓口の設置

立入検査等の実施

米穀の流通監視業務

問合
せ先
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＜４（３）米穀の流通監視＞



加
だんご、米菓など

ごはん（主食用）

○加工用米

• 清酒等の酒類
• 加工米飯
• みそなどの調味料
• 上新粉などの粉類
• 米菓類等の原料用
など

○新規需要米

• 飼料用
• 米粉用（ﾊﾟﾝ・麺）
• 輸出用
• ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ
など

○区分出荷米

集荷円滑化対策により、
豊作による過剰米を主
食用等他の米穀と区分
されたもの

豊作分

平年作

○国等が用途を限定して販売した米穀

• 国が販売するミニマム・アクセス米
[加工用・飼料用]

• 米穀安定供給確保支援機構が販売
する現物弁済米 [米粉用・飼料用]

など

用途限定米穀とは

米穀の出荷販売事業者が遵守すべき事項

加

用途限定米穀の取扱いルール
加工用米等の用途限定米穀については、定められた用
途以外への使用及び販売の禁止、他の米穀との明確な
区分管理等を義務付け。

食糧法に基づく米穀流通監視業務
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③自ら非食用物
資の 製造に使用

①廃棄

②非食用事業者へ直接譲渡 ④仕入元に返品

食用不適米穀食用不適米穀の取扱いのルール
食用不適米穀について、他の米穀の品質に悪影響を与
えないよう厳格な区分管理を義務付け、やむ をえず非
食用として処分する場合は、食用への転用防止措置を
義務付け。

＜４（３）米穀の流通監視＞
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対象品目
・米穀（玄米・精米等）

・米粉や米こうじ等の
中間原材料

・米飯類、もち、だんご
、米菓、清酒、単式蒸
留しょうちゅう、みりん

米、米加工品を ❶取引、❷事業者間の移動、❸
廃棄などを行った場合には、その記録を作成し、
原則３年間の保存が必要
〈 取引等の記録に必要な事項 〉
名称、産地、数量、年月日、取引先名、搬出入の
場所等

対象事業者に課せられた義務
出荷記録を

作成・保存し、産地情報
を

伝達する。

入出荷記録を
保存し、産地情報を

伝達する。

入荷記録を保存し、
消費者の方に

産地情報を伝達する。

産地情報を
知ることができる。 出荷記録の

作成・保存

入荷記録の
作成・保存

出荷記録の
作成・保存

入荷記録の
作成・保存

産地情報
伝達

産地情報
伝達

産地情報
伝達

－①取引等の記録の作成・保存－

米･米加工品を事業者間で譲り渡す場合や一般消費
者に販売・提供する場合は産地情報の伝達が必要

－②産地情報の伝達－

米トレーサビリティ法に基づく米穀流通監視業務

農産物検査法に基づく米穀流通監視業務
登録検査機関を監視 登録検査機関による検査とは・・・

・ 対象農産物：米穀、麦、大豆、小豆、いんげん、かんしょ生切干、そば、でん粉（全10品目）
• 農産物検査規格（国内産、外国産別に設定）

品位等検査：種類(種類、生産年等）、銘柄（産地、品種銘柄等）、品位（等級）、量目、荷造り、包装
成分検査：タンパク質、アミロース、でん粉

• 受検は任意。受検すれば袋詰米穀の産地表示や各種交付金の支払いを受ける根拠などになる。

＜４（３）米穀の流通監視＞



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



96

「食品テロ」とは？
一般市民を死傷させ、及び

又は社会的、経済的、政治的
安定性を破壊する目的で、生
物学的、化学的、物理的因子
又は放射性物質を用いて食品
を意図的に汚染する活動又は
脅威

「食品防御」とは？

公衆衛生への危害及び経

済的な混乱を引き起こす意図
的な異物混入から、食品を守
る努力

WHO「Terrorist Threats to Food」
（2008年改訂版）

「食品防御」（フードディフェンス）

意図的な汚染脅威の実例
【米国】

• レストランのサラダバーへの細菌散布事件
(1984)

• 牛挽肉への殺虫剤混入事件(2003)
• 9.11後、米軍がアルカイダの食品製造現場

等へのテロを指摘する訓練マニュアルに関
する資料を押収

【日本】
• グリコ･森永事件（1984）
• 和歌山カレー事件（1998）
• 中国産冷凍餃子事件（2007～8）
• 冷凍食品農薬混入事件（2013～4）

実行犯にとってみれば、食品製造工程
の意図的な汚染は、小さな費用で最も
大きなインパクトを産むことが可能

食品テロの脅威

＜４（４）食品防御＞
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人為的食品汚染防止に
関するチェックリスト例

１）組織マネジメント

２）従業員の管理

３）部外者の管理

４）施設の管理

５）運営の管理

サミットやオリンピック等
に向け、意図的な食品汚
染に対するセキュリティ
強化が急務

「食品の安全と安心」（松田友義編）より抜粋

フードディフェンスの必要性

• グリコ森永事件

→毒混法（※）成立

• 中国産冷凍餃子事件

→政府内情報共有体制構築
農政局による小売り等巡回点検

• 冷凍食品農薬混入事件

→食品への意図的な毒物等の混入未
然防止等に関する検討会

• 伊勢志摩サミット等

→関係事業者への指導

• 東京オリンピック等

→食品テロ防止対策の普及

※ 流通食品への毒物の混入等の防止等に関する特別措置法

過去の経験を踏まえ、政府一体
となった対応

食品防御にかかる農林水産省の取組

＜４（４）食品防御＞



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



東海農政局の１階玄関横に、消費者
と農林水産行政との対話交流を図る
場として「消費者の部屋」を設置。

主な活動内容
・パネル、パンフレット等の展示による「常

設展示」、「特別展示」の実施
・「移動消費者の部屋」の開設
・「出向展示」、 「出張講座」の実施
・「食品安全セミナー」の実施
・消費者相談及び公益通報

・夏休みキッズプロジェクト
の実施

消費者の部屋の活動 特別展示テーマ（平成２９年度の事例）
・食の安全について
・農業競争力プログラムについて
・６月は食育月間です など２２テーマ

移動消費者の部屋（平成２９年度の事例）
・オアシス21オーガニックファーマーズ朝市村
・名古屋市消費生活フェア★2017
・一宮市消費生活フェア など12ヵ所（34件）

（平成３０年度の取組事例）
＜食品安全セミナー＞

一般消費者向けに、職員や外部講師による食品安全に
関する情報提供行うセミナーを毎月実施。（29年度までの
年1回から大幅拡充）

＜夏休みキッズプロジェクト＞
・夏休み親子体験イベントの開催、子どもライブラリー、体
験インフォメーションボックスの開設など、子どもたちの夏
休みを総合的に支援。

（消費者相談、出張講座等連絡先）
東海農政局

消費・安全部消費生活課

052-223-4651

出向展示（平成２９年度の事例）
・名古屋市消費生活センター「くらしの情報プラザ」（通年9件）

・名古屋市立鶴舞中央図書館（9/20～10/13､２件） など27件

消費者相談及び公益通報
・東海農政局の消費者相談受付及び公益通報の窓口とし
て、消費者、外部の労働者からの相談等の受付

消費者の部屋

99

＜４（５）消費者の部屋、懇談会等＞
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【事例９】 ジャガイモによる食中毒

昨年（平成２９年）６月に、豊田市の小学校で患者数２２人の食中毒が
発生。原因は、学校で育てたジャガイモを塩ゆでにしたもの。

 ジャガイモには、炭水化物やビタミンなどの栄養素が多く含まれるほか、
微量の天然毒素が含まれています。

 毒素が増えると、おう吐や腹痛を起こすことがあるので、ジャガイモの栽
培から収穫まできちんと取扱うように気をつけましょう。

• イモに光（日光、蛍光灯）
が当たると増える

• 未熟なイモでは、濃度が高
いことがある

• イモを傷つけると増える

• 芽とその周辺や緑⾊の部分
では、濃度が高い

• ⽪では、内側の部分より濃
度が高い

• 濃度が高いとイモが苦くな
る

ポイント① イモに光を当てない

ポイント② イモは大きく育て、熟し
てから収穫する

ポイント③ 収穫、保管時にイモを傷
つけない

ポイント④ 芽とその周辺や緑⾊の部
分は除く

ポイント⑤ ⽪はできるだけむく

ポイント⑥ 苦みやえぐみのあるイモ
は食べない

～天然毒素の特徴と食中毒予防のポイント～

(左)緑⾊になったイモ
(右)通常のイモ

芽が出たイモ

（参考）
農林水産省ウェブサイト「
食品中のソラニン・チャコ
ニンに関する情報」
http://www.maff.go.jp/j/
syouan/seisaku/solanine/i
ndex.html



農林水産施策に関する情報提供と意見・要望の把握に向けて、消費

者団体、生協等と懇談会を実施

農林水産施策に関する情報の提供及び意見・要望を把握するため、管内
の消費者団体等との懇談会を開催。平成29年度は、名古屋市（8月30日）、
津市（9月8日）、岐阜市（1月26日）で開催。

農林水施策の理解・浸透及び施策に対する提言の場として、生協の理事
長が出席する「生協と東海農政局との懇談会」を7月13日に開催。

また、生協の実務担当者を対象に、1月26日に「生協と東海農政局との
意見交換会」を開催。

食品企業の取組や行政の施策を紹介し意見交換を行うことで、食品に対
する理解の促進を目的として、10月23日に、愛知学院大学の学生を対象に
三者懇談会を開催。

消費者団体等との懇談会(平成29年度)

大学生・食品事業者・行政三者懇談会(平成29年度)

生協と東海農政局との懇談会(平成29年度)

懇談会の実施
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＜４（５）消費者の部屋、懇談会等＞



２ 食品安全行政（食品の安全）

(1) 食品安全行政の枠組

(2) 食品安全行政の体制

(3) リスク分析手法

（リスクアナリシス）

本日の講義内容
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３ 食の安定供給にかかる食品安全行
政上の取組（食の安全）

(1) 病害虫防除、農薬

(2) 肥料・飼料

(3) 動物防疫

(4) 植物防疫

４ 食の信頼確保にかかる食品安全行
政上の取組（食の安心）

(1) 食品トレーサビリティ

(2) 食品表示・監視

(3) 米穀の流通監視

(4) 食品防御（フードディフェンス）

(5) 消費者の部屋、懇談会等

１ 「食品の安全」と「食の安全」

(1) 食品が安全であること

(2) リスクとハザード

５ まとめ



103

 「何をどう食べるのか」は健康にとって重要だが
その管理の方法は多様

自由な選択 課税などによる誘導 販売禁止などによる制限

まとめ

リスクを考える時は常に全体を視野に入れる
食品そのもののリスク（危険度）は決して低くはない

→ だからこそ世界中の食品安全機関が健康と安全のために一致し
て薦めているのは
「多様な食品からなる、バランスのとれた食生活」

全ての食品になんらかのリスクがあり、リスクの正確な中身
はわからないものなのだから、特定の食品（種類・産地・栽
培法etc.）に偏らないことがリスク分散になる

消費者の責任の大きさ

限られた資源（私達のお金や時間）を有効に使うため
に、費用対効果の高い対策を支持しよう

表示は、選択
のためにある

資料：食品に関するリスクコミュニケーション（2017.3）資料 「安全な食品ってなんだろう？」より作成

＜５ まとめ＞
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まとめ：バランスのとれた食生活
• 食事バランスガイドは、1日に、「何を」、「どれだけ」食べたらよいかを考える際の参考にしていただ

けるよう、食事の望ましい組み合わせとおおよその量をイラストでわかりやすく示したものです。
• 健康で豊かな食生活の実現を目的に策定された「食生活指針」（平成12年3月）を具体的に行動

に結びつけるものとして、平成17年6月に厚生労働省と農林水産省が決定しました。

＜５ まとめ＞
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 農林水産省の「消費・安全」のWebページ
http://www.maff.go.jp/j/syouan/index.html

 東海農政局の「消費者の部屋」のWebページ
http://www.maff.go.jp/tokai/seisaku/shohi/index.html#01

 厚生労働省の「食品」のWebページ
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/ 

 食品安全委員会の「消費者の方向け情報」のWebページ
http://www.fsc.go.jp/ippan.html

 消費者庁の「食品の安全や表示について知る」のWebページ
http://www.caa.go.jp/consumers/food_safety/

正しい情報を入手するために

現在は、食品の安全に関わる情報があふれています。
私たちは、これらの様々な情報から、正しい情報を選択することが必

要となってきています。
農林水産省をはじめ、国など公的機関の提供する信頼性の高い情報を

是非ご活用ください。

＜５ まとめ＞



ご清聴ありがとうございました。
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